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第６回県立高等学校再編振興作業部会 

 

日 時 平成２４年１０月９日（火）９：３０～１１：４５ 

会 場 高知県教育センター分館 大講義室 

出席者 尾原賢治会長、土居英一副会長、梅原俊男委員、川村泰夫委員、 

下司眞由美委員、高月琴委員、竹内信人委員、田邊裕貴委員、谷脇澄男委員、 

中村光宏委員、中山美佳委員、中脇正人委員、橋本万里子委員、正木敬造委員 

    教育次長（中山）、高等学校課長（藤中）、高等学校課企画監（森本）、 

    人権教育課長補佐（大西）、高等学校課長補佐（小野、竹村）、 

高等学校課チーフ（竹﨑、高野、北村）、高等学校課指導主事（５名） 

欠席者 濱口知恵委員 

 

 

１ 開会 

（１）日程説明、資料確認等 

【配付資料】 

① 次第 

② 座席表 

③ 資料１ 第６回県立高等学校再編振興作業部会 資料 

④ 資料２ 第６、７回県立高等学校再編振興検討委員会 資料  

 

２ 第５回県立高等学校再編振興作業部会の内容確認 

（会 長）最初に、前回の作業部会の内容確認を行いたい。事務局から資料の説明

をお願いする。 

（高等学校課再編振興担当チーフ：以下チーフ）資料１－１の説明。 

（会 長）前回の作業部会の内容について事務局から説明があったが意見はないか。 

（委 員）意見なし。資料１－１を了承。 

 

３ 検討内容 

（１）確認事項 

① 第６、７回県立高等学校再編振興検討委員会の概要 

（会 長）確認事項に進みたい。まず「① 第６回及び第７回県立高等学校再編振

興検討委員会の概要」について事務局から説明をお願いする。 

（チーフ）資料１－２、資料１－３の説明。 

（会 長）前回の検討委員会の内容について事務局から説明があったが意見はない

か。まず、第６回について質問、意見はないか。司会の方から質問をしてか

まわないか。併設型のところに進学コースを設置することは賛成であるとあ

るが、進学コースというのは、イメージとしてはどのようなものか。 

（チーフ）学校の中の一クラスを特に進学に力を入れるクラスにするとか、そうい

った方法もあるのではないかということである。 

議事録 
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（会 長）現実問題として安芸高校では実際にやっている。高知南高校は分からな

いが、国公立大学希望者ということで、中村高校もやっている。そのイメー

ジが今一つ分からない。 

（チーフ）やっている内容が十分周辺地域に伝わっていない部分もあるかと思うが、

今の取組を更に進めて併設型中高一貫教育校は進学ということをメインに

据えて表に出していくというような意味であった。 

（高等学校課長：以下 課長）補足させてもらう。もともと併設型中高一貫教育校

の設立に当たっては、６年間のゆとりをしっかりもたせて、６年間で育てて

いくという指針の下に３校が設立されたという経緯がある。そういった中で、

地域に対し、中高一貫教育校の役割がしっかりある。そうなれば、６年間を

見据えた進路保障という意味では、今やっている取組よりもさらにもう一歩

踏み込んで、例えば中学校から高校の部分についても、より特例の授業内容

をしっかり使って、６年間を見据えてやっていくなど、そういったところま

で踏み込んでいいのではないか。そういった形で、６年間で進路保障をしっ

かりできる、特に安芸中学・高校、中村中学・高校についてはそういった地

域の期待が強い。そういったところからも平成１４年度に設立した当時より

もさらに踏み込んで進学を考えていってよいのではないかということのよ

うである。 

（会 長）次に、第７回について質問、意見はないか。今日のこの会での議題にな

る。検討委員会では、こういう意見が出ているということである。特にこの

作業部会への申し渡しは出ていない。今日は、このことについてやっていく

が、何かないか。似たようなご意見が出てくると思うが、この会は学校にい

る先生方が多いので、実際に適正規模についても、何が適正なのかというと

ころも踏まえてこの会で積極的なご意見をいただきたい。 

（委 員）検討委員会委員長からの協議事項の中の３つの視点というところで、産

業振興計画との関わりを念頭に置いたと言われているが、もう少し具体的に、

どういうところに視点を置いたらよいのか。 

（高等学校課企画監：以下 企画監）中山間地域の活性化ということも前面に置い

て検討を行っているが、その中で高校の教育においては、それほど産業振興

計画が入ってくるということはないかもしれないが、学校の活動として地域

と連携をする部分で、地域の産業振興が関わってくるということがある。ど

のように高校の教育活動の中で地域の産業と関わることができるのかとい

うこと、それから産業系の学科においては、高知県がどういう方向で産業が

進んでいくのかということを認識したうえで、どういうことを高校が担わな

ければならないのかというような部分が中心になってくるかと思う。この部

分は、今回の検討以前に産業に関する検討のところである程度話をしていた

だいているので、特に今回だけでというわけではなく、全体を通じてという

意味で捉えていただいたらと思う。 

（会 長）例えば、次の検討議題にもある嶺北の嶺北材と嶺北高校との関係だとか、

そういったことも含めて地域での産業の振興と高等学校の存続ということ
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の関連付けだと思う。 

（委 員）Ｐ７（２）（ア）のところで、学校間で連携し、ハイビジョンの双方向

通信によりといったことが書かれている。第７回の議事録等でもこのことが

取り上げられていると思うが、実際にこういうハイビジョンの双方向でやる

ことによって、例えばそれによって単位取得が可能なのか、実際にそういう

事例が高知県や他県であるのかお聞きしたい。 

（企画監）具体的にハイビジョンの双方向通信だけで、別の学校がやっている授業

を受け単位認定をすることは、本県はしてない。全国的には、そういう研究

が通信制を中心にされているので、この部分は今後研究していく部分だと思

っている。この場でどういう事例があって、こういう成果を上げているとい

うことは全国的にもまだ研究の途中なので把握していない部分もあるが、今

後、ＩＣＴの活用というのは、全国的にも活用して教育の内容を分かりやす

く、前進させようとする取組ではあるので、高知県においても研究していく

課題だとは思っている。ここで言われているハイビジョンの活用というのは、

単位認定のこともあるが、ＩＣＴを活用することで教育効果が上がるのであ

れば、積極的な取り組みは必要ではないかというふうな意見だと受け取って

いる。 

（会 長）他にないか。 

（委 員）意見なし。資料１－２、資料１－３を了承。 

 

 （２）協議事項 

  ① 学校・学科の適正規模について 

  ② 学校・学科の適正配置について 

 

  （会 長）それでは、協議事項の「①学校・学科の適正規模」、「② 学校・学科の

適正配置」について事務局から説明を願う。 

  （チーフ）「資料２ 第６、７回県立高等学校再編振興検討委員会」の説明。 

（会 長）説明や資料についての質問はないか。 

  （委 員）将来推計の数字が出てきたが、例えば、この推計値というのは地域差が

あるのではないかと思う。県下全体で見れば、例えば（１）の県立高校（昼

間部）の入学者数が平成２４年度４，５２０人、１０年後３，５６１人なの

だろうけれど、おそらく地域差があるのではないかと思う。それをどのよう

に考えるのかということが一点と、（３）の下に私立、高専・市立というこ

とで県立以外の数字が出ているが、ここの数字は、増えることはないとは思

うが、減るという情報はないのか。ないとすれば、そこは約２，１００人を

前提として考えていくのか。想定２で６０％と書いてあるのでそうなのかと

思いながら、以上二点お聞きしたい。 

  （企画監）一点目の市町村と地域の差というのは当然ある。ここでお示しして見て

もらいたい観点は、本県の出生数は上の表だが、今の２４年度の高校入学生

は平成８年から平成１２年に生まれた３４，２１３人である。１０年後の高
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校入学生は、平成１８年から平成２２年に生まれた２８，４５３人というこ

とで、さらにこれから生まれる先の推計をしているので、これを見ていくと、

推計では本県全体で上がることがない。平成２８年から平成３２年、策定し

ようとしている再編振興計画は１０年後を考えているが、その先の１０年を

見越した数は２２，０００人なのでこれを平均すると１年４，４００人とい

うことになる。地域の差ということも必要なのだろうけれども、本県全体を

見てもこれだけ減っているという状況を見てもらいたいという資料である。

委員が言われるように、地域の差というのは当然あるので、そのことを踏ま

えて、この１０年は、中山間地域の活性化を大事に考えているが、２０年後

になると、その中山間地域が何人くらいの数になるという危機感をもった資

料である。そういう意味で、資料として付けさせていただいた。それから、

二点目の私立と高専・市立の部分だが、現状でこの数が変化するという情報

はない。高専・市立は４００人だが、私立は１，７００人くらいの高校生が

いる。この数字を見ていくと、今後この１，７００人というのは大きな割合

になってくるので、私立を抜きに県立高校を考えることはできないだろうと

思っている。ただ、私立については、県教育委員会の管轄外にある部分なの

で、ここのところをどういうふうに話をしていくのかということはひとつの

課題ではある。 

（会 長）それでは議論に行きたい。作業部会の進め方というワンペーパーをもと

に進めたい。資料のＰ１の現行基準を基本とすることについて、資料の左の

下の３の現行基準に関する考え方ということを踏まえて検討をお願いした

い。まず、アとイについてだが、アは適正規模に関することということで、 

  「東部、高吾、幡多の各地区において、地域の拠点となる学校として適正規

模を維持確保するために、地域の複数校を統廃合することをどう考えるか。

また、通学の利便性や学科の在り方等から２～３学級規模の学校を存続さ

せることについてどう考えるか。」先程の適正規模については、１学年４～

８学級が基準になっている。それから二つ目の○だが「高知地区の生徒数

減少への対応と県全体の地域バランスを図るため、高知地区の入学定員を

低減する必要がある。その場合には、学級数の低減と学校の統廃合が考え

られるがどうか。」これがアである。 

イについても一緒にやりたいが、イは本校の最低規模に関することとい

うことで、「最低規模を維持できない学校については、統廃合、１学級規模

での運用、分校化が考えられるがどうか。通学条件を勘案し、過疎化の著

しい地域においては、特例として本校の最低規模を下回る規模であっても

学校の存続が必要ではないか。しかし、高等学校教育を提供する環境とし

て必要な規模を維持できなくなった場合には統廃合の検討が必要ではない

か。」このアとイについてまとめて意見を聞きたい。 

  （委 員）適正規模についてだが、ここに示されているように、ある一定示されて

いるような形で進む方がいいのではという意見ももっている。先程示された

ように、１０年で生徒数がかなり減って、２０年でもかなり減るということ
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なので、規模としてある程度維持していかないと、例えば今までの議論の中

で、普通科高校がどこの地域にあってもセンター試験を受験できるぐらいの

力を付けていきたいとか、ある程度の部活動の活性化とか、総合学科で言え

ばいろんな選択をするためには教員が担保されていなければいけないとか

いうことを考えると、適正規模はこういうふうになる。ただし、中山間地域

における産業振興計画や防災とかを考えると、全体的なことを考えながら総

合学科と普通科の統合とか、専門高校を一緒にしてキャンパス制にするとか、

定時制で言えば、それぞれの地域に必要になってくるので、単に１学級１０

人を下回ると定時制はいらないかというとそうではないと思う。ずっと議論

されているように、拠点校的な扱いで東部、中部、西部に定時制を置いて、

そこにもれなく、今は２校しか通信制がないが、東部にも通信制を配置する

ことも考えられる。ある一定の規模がないと生徒の成長や進路保障は難しく

なる。ある一定規模が必要だと考える。 

  （委 員）規模について思い出すことがある。早稲田大学教育学部の河村茂雄先生

の研究の中に「集団が子どもを育てる」という研究があった。集団が子ども

を育てるということを考えて、育てるというのは学力の部分でも人間関係の

部分でも、集団が子どもを育てる。この集団というのが人数でどれくらいと

聞かれると言えないところはあるが、今まで教員をやってきて感じるのは、

いじめや不登校、暴力行為などの子どもが抱える様々な問題は、資料の７に

も出ている人間関係の固定化ということがポイントになると思う。学校に勤

めて、また、学校を離れて相談機関にいた時にも人間関係の固定化というこ

とが耳に残っている。固定化を解消するにはどうすればと考えたところ、ク

ラスで人間関係がぎくしゃくしてもクラブに行けば新たな集団がいる、クラ

ブでぎくしゃくしても○○委員会に行けばまた違った顔ぶれがあるという

ことで、思春期でしんどい思いはしているが、それぞれいろんなところに自

分の居場所を見つけて、不登校になっていない子どもでもしんどい思いはし

ていると思うが、それを解消するにはどこかで居場所を見つけるようなこと

があると思うので、ある一定の集団というのは必要ではないかと思う。 

  （委 員）学校には一定の規模が必要である。中山間地域の学校がなくなると地域

が寂れさびしくなるイメージがある。素人的な話になるが、生徒数の減少が

進めば統廃合は避けては通れない。分校化の話になるとＩＣＴ活用が必要に

なる。予備校などではサテライト（映像授業）を活用している。ＩＣＴを利

用し、単位を認めていくと良い。交流を図る点では、愛知県にあるトヨタ等

が出資し開設した６年間一貫の海陽中等教育学校がある。そこは全寮制であ

り、学校と寮の中での生活のみであるが、若手の社員等が指導に入ることに

より連携が取れ、他の高校生よりコミュニケーション能力が高いと聞いてい

る。 

通信制については、今後も生徒数が少なくなってくるので通信制を各地域

に配置するより高知北高校に一本化し、各地域に教員が出向き中山間地域の

生徒を指導していく。中山間地域の学校は残すにしても生徒数から考えると
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厳しい。しかし、ＩＣＴの活用など知恵を出せばまだまだ存続できるのでは

ないかと思っている。 

  （委 員）本校の最低規模の基準は必要である。現行では、本校の最低規模が１学

年２学級とある。２学級規模は１学年８０人がベースであるが、実際には１

学年２０～３０人程度の２学級規模の学校もある。最低規模１学年２学級で

あっても学校によって生徒数の違いがあるので生徒数を含めた基準も必要

になってくる。 

  （会 長）現行の基準はどうなっているのか。 

  （企画監）現行の基準は、適正規模が１学年４～８学級であり、本校の最低規模が

１学年２学級であり募集定員は８０人である。 

  （委 員）今までの委員の意見を聞き、一定の生徒数が必要であり、集団が人を育

てていくことの大切さを感じている。 

現状を考えると学級に４０人いる中で自分を出せる生徒はほとんどいな

い。また、部活動で自分を出せる生徒ばかりでもない。自分自身をうまく表

せない生徒にとって、集団の中で生活することは必要であるが、厳しい現状

もあるのではないか。人間関係の固定化が様々な問題を引き起こす場合があ

る点については賛成できる。実際、中学校で登校できなかった生徒が高校に

入学し、少人数の学級の中で登校でき始めた例もある。また、夏休み明けに

２週間ぐらい登校できなかったが、今は登校している生徒もいる。このよう

なことを考えると、必ずしも４学級以上の学校がすべてベストというわけで

はないという思いもある。 

  （会 長）学校規模については、教員定数が関わってくるので難しい問題である。

教員定数は基本的には学級数によって決まる。高等学校の場合は地方交付税

措置で国から３分の１、残り３分の２は県単である。いくらでも県の予算か

ら捻出できるわけではない。規模が小さくなると教員定数により、教員数が

限られ大規模校のように教員が付かなくなる場合があるので適正規模が４

～８学級となっている。一方で、学校というのは人格形成の場であるという

ことを考えると２学級であっても社会性は育むことができる。このようなこ

とを考え議論を進めたい。 

  （委 員）規模というところでは、他の委員の意見と同じである。以前のＰＴＡ全

国大会での他県の事例発表の話である。生徒数と学級数がどんどん減ってい

く中で、農業高校と水産高校が統合しキャンパス化した事例を聞いた。農業

であっても、水産であっても特殊な施設が必要であるので、どちらかを廃校

にしてどちらかの場所に統合する事は難しく統合にはならなかった。その中

で、キャンパス制を採用し、それぞれの施設を使用しながら一つの学校にな

った話を聞いた。このような考え方もこれからの高知県には必要になると思

う。 

現行では、適正規模が１学年４～８学級であるが、現状の１学年７～８学

級規模の高校も生徒数の減少により１０年後、２０年後にはすべて４学級に

近づいていくと思う。すべてを４学級規模の学校と考えているのか。また、
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６～７学級でとどめておく学校と統廃合していく学校がでてくると考えて

いくのか。そこのあたりの考えが必要になる。 

  （会 長）それでは、分校の最低規模も含めて考えていきたい。 

  （委 員）分校については、ある一定の生徒数がいないと厳しいと感じる。地域に

とって、学校を残さなければならないということは非常に分かる。入試制度

が全県一区となったので地域外に出て自分の力を試したいと考える生徒と

その保護者とっては、分校の募集停止条件である３年間で２回２０人を割っ

たら募集停止という条件が選択の幅が狭くしているのではないかと考える。

条件の期間を更に伸ばしたり人数を減らしたりすると、分校における人間関

係が固定化されている状況の中では、選択肢を狭めることにつながると思う。

先程、具体的な高校の事例があったが少人数の中で自分の居場所を見つける

話があった。学校のしくみとして、キャンパス制であったり、チャレンジス

クールやエンカレッジスクールなどにより、ある程度学力があり、人間関係

が厳しい生徒を対象とした学校が高知市及びその周辺にあれば良い。学校の

統廃合を考えたとき、ＪＲ沿線やバス路線といろいろと交通網が発達してい

る。以前は、時間と費用がかかっていたが、費用面は変わらないが、時間面

では、１時間以内で通学できる学校の選択肢が増えている。前回の作業部会

の報告であったように、通学時間が３０分以内の学校を希望している事と、

１０年、２０年先を考え今の定員数や配置の仕組みを変えていかなければな

らないところにきていると感じている。分校の基準を変えることはないと思

う。見直すなら生徒数が多くなり本校化するぐらいである。反対に本校に寮

を作ることができるのではと考える。 

多部制には最低規模は設けていないが、地域によって連携の差がある。例

えば、大方高校の昼間部は１学年５８名位と生徒数が少なくなっている。し

かし、先だって時事通信社の「内外教育」に、地域課題に知恵を絞り解決策

提示を題材にした活動が、第２７回時事通信社「教育奨励賞」優秀賞に選ば

れたことが載っていた。夜間部、通信制があるので昼間部が中心になり結び

付いて地域と連携していくと良い。昼間部、夜間部、定時制の連携があれば、

必ずしも最低規模の基準を明記する必要はないと思う。しかし、夜間部、通

信制との連携が難しいなら一定の基準が必要であると思う。 

  （会 長）中芸高校は、１学級規模であるが多部制としては成立しているのか。 

  （企画監）成立している。生徒数が少ないので活動は少ないが、制度としては成立

している。 

  （会 長）合わせて３学級以上の基準はないのか。 

  （企画監）基準はない。 

  （委 員）連携という言葉が出てきている。高知北高校に着任した時、驚いたこと

がある。高知北高校には、地域の方々と一緒に学ぶ特別講座があり、その講

座で生徒は単位修得できる。その教室をのぞいて見ると高知北高校の生徒と

地域の方々が机を合わせて学んでいる姿に驚いた。やんちゃな生徒も地域の

方々にかわいがられ笑っている姿を見ると、このような連携方法もあるのだ
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と思った。今までの考えを変えてもらった経験であった。 

キャンパス制などいろいろ出てきているが、まさかこのようなことはでき

ないだろうということも、堅い頭を柔らかくして考えていかなければならな

い。連携については、大学や専門学校との連携は各高校で行っている。また、

高知北高校では、昼間部、夜間部、通信制との連携も行っている。今後は、

地域の方々をまき込んだ連携も必要となってくると思う。 

  （会 長）検討委員会でしきりに出てきているＩＣＴの活用について、事務局では、

将来的にどのように考えているのか。また、予算的にできるのか聞きたい。 

  （企画監）最初の質問で答えた事と重なるが、ＩＣＴの活用は、全国で非常に研究

されているところである。ＩＣＴの活用については、県としても研究してい

かなければならないと思っている。それが直接学校の統廃合や学校の存続の

ためにという目的と手段が逆にならないようにしなければならない。検討委

員会の話になるが、ＩＣＴは大切であり活用するものであるが、ＩＣＴだけ

で単位を与えることは高校生の発達段階に本当にふさわしいのか、高校生は、

教員と対峙していくことが大切であるとの意見がある。ＩＣＴの活用に関す

る意見の数が多いが、慎重に取り入れるべきだと言う意見があったことも踏

まえて報告書は書かれると思う。 

（委 員）以前に地域で意見を聞く会合があったと思うが、実際に、吾北分校や西

土佐分校、課題としてあがっている学校の地域の市町村や地域の方、あるい

はそれに該当する保護者の方の意見について、この場に該当する者がいない

ので、その時の実際の意見が聞きたい。 

  （企画監）吾北分校についてはかなり多くの方が来られていて、基本的には学校は

存続してもらいたいという意見が多数であった。ただ、保護者や一部の方は

ここにもあがっているように、高校教育の質、将来に向けての進路について

は本当に分校で大丈夫だろうかという意見もあった。地域全体としては存続

を願う声が大きかったという印象がある。それから、どなたがどういう立場

で発言したかはわからないが、地域に住む年配の方は存続だが、実際に子ど

もが中学生とか小学生という保護者の方には、自分の子どもたちはある程度

費用を払ってでも規模が大きな学校へ行ってもらいたいという意見もあっ

た。これについては、再度確認して話をしたい。 

 

                   （休 憩） 

 

  （会 長）それでは休憩前に出ていたことについて事務局から簡潔にお願いしたい。 

  （企画監）分校の件だが、吾北分校も西土佐分校も地域の方が協力してくれて、分

校を活性化しようとする組織がある。何を具体的にするかはこれから考えて

いくことになるが、何とか残そうとして地域の方も頑張ってくれている。行

政としても、いの町では通学の支援をしてくれたり、吾北分校へ入学する際

に補助を出すなどしてくれている。四万十市の方は、四万十市の建物を寮と

して貸してくれている。両町、市ともに協力的にやってくれている。その中
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で西土佐分校の支援をしてくれる会の役員会で話をした時に、学校は必要だ

が、中学校の方で、その高校を続けるためにその学校に行こう行こうという

ことになると、本当は別の学校に進学したい子どもや保護者のプレッシャー

になるということで、中学校の進路指導では困っているという話があった。 

  （チーフ） 昨年１２会場で地域懇談会を実施し、吾北会場と西土佐会場でも実施

した。いくつか意見を紹介すると、吾北会場の方では「分校がなくなれば吾

北中学校を卒業する者、吾北分校に来ている近辺の市町村の者は必然的に高

知学区の学校に進学しなければならない。そうなると経費の面で保護者の負

担が大きくなる。」、「高知市中心ばかりに集まるのではなく、バランス的に

学校がないと地元を支えることはできない。」、「本川地区という場所からも

吾北分校にバスやバイクで来ている。吾北分校がなくなった場合に、高知市

内までのバスの便がない。」といった主として交通の部分、経費的な部分の

意見をたくさんいただき、存続をといった意見が多かった。西土佐会場につ

いても、「西土佐分校の入学者数は増えている。これは地域、分校、中学校

が連携して取り組んでいる成果が表れているのではないかと思う。中退者も

少なく、入学した生徒一人一人に応じた教育ができている。」、「小規模校で

も活躍している生徒がいるので、この地域から別の地域に生徒を通わせたく

ない。最低規模の２０人を見直してほしい。」、「数の原理だけではなく、中

山間部の振興も含めた広い視野に立った考えのもと再編振興計画を策定し

てもらいたい。」といった意見があった。総じて、高校教育にはある程度の

人数は必要であるという理解は皆さんあるようだが、地域のこと、経費的な

ことを考えると地域に学校が残ってほしいという意見が多かった。 

  （会 長）また後の方で適正規模について意見があれば出してもらいたい。次の適

正配置に議論を移したい。資料２のＰ４を開いてもらいたい。ここに配置に

関する論点がある。これに添って意見をいただければと思う。なおＰ１０に

現在の学校の配置図がある。これも踏まえてご意見をいただきたい。 

  （委 員）総合学科の配置そのものは、それぞれの学区にあるので今のままでいい

のではないかと思う。ただ、室戸高校なども生徒数が厳しい状況である。地

元としては総合学科の方が多様な科目が選べるし、教員配置も多いので、で

きるだけ存続してもらえればと思う。 

（会 長）この論点を見て、普職の割合だとか、１つの市に２校が存在している点、

例えば安芸市、須崎市、四万十市といったところ。海岸沿いに近い高校の防

災対策の視点、産業振興計画とか中山間部での産業振興とのかかわり、そう

いったものを通して配置について意見があればお願いしたい。 

（委 員）中学校の立場からすれば、生徒を送り出す側であり、高校で活躍しても

らいたいという思いをもっている。それから生徒も保護者も、こういう進学

を目指したいとか、就職を目指すとか、いろんなニーズというか要望がある

ので、簡単に言えばそういったことに応えていただきたいというのが大きな

ところになる。具体的なところでは、資料Ｐ４の普通科の生徒支援のところ

に仮称ということで、チャレンジスクール、エンカレッジスクールについて
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書かれているが、是非こういう学校、不登校や発達障害の生徒を受け入れて

いただける学校の取組を前面に出してもらえたらと思う。これまでの方向性

とさらに新たなところを前面に出して、そういうところを叶えていただけれ

ばと思う。 

（会 長）その点で何かないか。 

（委 員）課題のある生徒についてだが、県教育委員会が毎年調査していたと思う

がそれが増えている状況にある。国が言っていた６．３％と大体同じくらい

に近づき、小学校で超えた数字が出ていたように思う。学校現場での気づき

ができ、この子は配慮を要するといったことがだんだん分かってきたという

ことではあるが、特別なニーズがあると、それを次の学校でどう配慮して指

導していくかということが問われているということになると思う。現在そう

いった役割を担っている高校というと、検討委員会でもあったが高知北高校

がそういった役割を担っているのではないか。しかも高知北高校だけでは対

応しきれない状況になってきているという意見も出ていた。やはり、しっか

りとした特色をもたせた学校ということで、こういったしんどい思いをして

いる子どもたちに対応できる学校を検討していく必要が十分あるのではな

いかと感じている。 

（会 長）中芸高校はこういった方向に行っているのではないかと思う。普通科と

の兼ね合いはどうか。幡多地区には農業、工業があるが東部には農業がない。

これは個人的な意見なので流してもらっても良いが、高知市のように通学距

離の短いところは多くの種類の学校があって良いと思う。通学距離が短いの

で自分の好きな学校が選べる。郡部のように通学距離が長くなると、配置と

してはニーズの高い科を多く置くというのが原則になると思う。そうしない

とまんべんなく多くの種類の学校を郡部に置いても通学距離が長いために

自分が行きたくても行けなくなるという欠点がある。意見があると思うが、

このあたりはどうか。専門高校の立場からどうか。 

（委 員）子どもの数が右肩下がりで他県よりも下がっていくということとお年寄

りが右肩上がりで上がっていくということ。これに関して学校規模というよ

り県全体で本当に考えていかないと、２０年先、３０年先、高知県はどうな

るのか。産業に関して、大きなところで論議されているのだろうが、それが

序々に子どもたちに還元されてくるということがないといけないという気

がする。工業高校では、農業高校もそうだろうが、就職を希望する子どもが

多い。進学が４割くらい、６割くらいが就職を希望し、その６割の半分以上

は県外へ希望という形になっている。２割くらいが県内就職となっているが、

それが、幡多、高知、東部であっても、そのニーズは変わらないのかなとい

う気がしている。東部の方でも１つ専門高校が集まったような学校があれば、

網羅できる気もする。幡多では、農業高校、工業高校があり、幡多地域の中

では、四万十町から以西では通えるようになっているのではないかという気

がしている。 

（会 長）行政の立場から何か。 
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（副会長）今日はずっと思考が堂々巡りをしているところがある。今の適正配置を

議論するにあたって、さっきの適正規模に関わってくるところが非常に多い

のではないかと思う。先程から議論されていた４～８学級というのは、教員

配置の点からも部活動の配置状況からも他県の状況を見ても、これは妥当な

ものだと思うし、最低規模として生徒数の基準を定めていることも妥当性が

あると思う。その一方で生徒数が減るといいながらも減り方は地域によって

バラツキがあるわけで地域によっては必然的に統廃合ということにならざ

るを得ないだろう。適正配置という形の中でいけば配置することが困難だと

いうところに行き着かざるを得ないと思う。でも一方で学校というのは地域

の中心的な存在なので必要だということがあるだろうし、配置の話で言えば、

それぞれの地域に子どもたちのニーズに応じた学校が配置されるべきだろ

うというところにいくと思う。そうするとどうしても思考が堂々巡りをして

結論に行き着かないことになる。そうするとどこに行き着くかというと基準

をどこかで緩和させるという、委員からもあったが適性規模の４～８学級と

いうのがどんどん４に近づく形にもっていくしかないのかなと思ったり、も

う１つは１学級の人数が例えば４０人だろうが３０人という形で、生徒数の

減少に対して学級数を維持するという形で対応するとか、その当たりが必要

となってくると思う。配置というのはどこまでいっても、先程のいわゆる適

正規模の問題に行き着いてしまうと思う。求められる高校を全ての地域に配

置することはどう考えるかと聞かれれば、それが子どもたちのニーズに合っ

ているということになる。けれどもそれが現実的に可能かと言われれば人を

配置する側の行政の立場からすると、それはなかなか困難だということにな

るので、未だに頭の中で堂々巡りをしている。 

（会 長）現在１学級４０人という定数だが、国の動き、今後これくらい生徒数が

減少している中で４０人から３５人とか、その辺りの動きはどうか。 

（課 長）現在、高校教育について中教審の部会で議論されているが教員配置につ

いては、あくまで４０人の算定基準に基づいてというところの議論を超える

ものはない。各県で３５人とか、そういったことはあり得るが、そこは県の

判断になってくるので、国は一定の基準でプラスは県でということで、それ

以上の動きは今のところ教員定数についてはない。ただ発達障害など、そう

いった支援を要する生徒が高校に多く入ってくるという状況の中で、高校教

育をどうしていくかということはインクルーシブ教育と一緒になって議論

されているので、その中で教員配置、教員定数のいろんな考え方はでてくる

かもしれないが、通常の４０人１学級という算定基準は変わらないのではな

いかという状況にある。 

（会 長）学区制の撤廃の問題も含めて、それほど大きな影響はないという報告も

あるが全県一区になったということも論点として考えながら意見はないか。

東部では生徒数が極端に減ってきている。室戸では室戸中学校の３年生が 

５０人くらいになっている。そうした予想以上に生徒数が減少している状況

を県教委事務局は検討するうえで考えないといけない。安芸では工業系の桜
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ケ丘高校に商業科が情報ビジネス科として移っている。情報ビジネスは志向

としては普通科系の生徒が行っている感じである。安芸は高知市内に生徒が

抜けやすいという地理的な問題があり、さらに生徒減少が加わっている。そ

ういう状況の中で、今後、一定規模を維持しながら社会性をもった人間を育

てていかなければならない使命を担っているわけで危機感をもっているの

が実情である。他に意見はないか。 

（委 員）適正規模と適正配置が関係してくるが教育的に考えると小規模校の方の

デメリットが大きいと思う。資料１４ページにも小中学校の適正規模が書か

れているが発達段階を考えれば、高校の場合はもっと小規模校のデメリット

が大きくなると思う。実際に今まで話の出たケースは、（１）とか（２）が

多いと思うが高校の適正規模の研究というのはあまり多くないようで、少し

探してみるとあった。私も探しきれていないが北海道大学の大学院が「小規

模高校に関する基礎研究」というのが２００７年に出ており、北海道は非常

に広く、２００６年時点で高校が約２６０校あって、その内の 

４８％がこの適正規模からいうと小さな３学級以下になっている。その論文

でどういうことが強調されているかというと「（３）学校経営上の側面から」

のデメリットの辺りを強調している。それと（２）のデメリット「①教育活

動への支障」である。つまり、高校の場合は、教育内容が多様化しているた

め専門性が高まっているので、小規模校でみると（３）の「①限られた教職

員の配置」というのが、教育の質的サービスの低下になると思う。例えば理

科の先生で大学のときに物理を専門にしていた人がセンター試験レベルの

化学を教えられるとしても、難関大学レベルの２次試験に関しては自分の専

門以外の科目はせいぜいプラス１科目ぐらいだと思う。専門は教えられると

しても難関大学、東大や京大の問題になると他の専門科目以外は少し躊躇す

るというところがある。それが規模が大きくなると、先生の数が多くなり大

学時代にそれぞれ物理、化学、生物、地学を専門にしていた先生がいて、自

分の専門に関しては例え東大や京大の問題であっても指導できるかと思う

が、小さな学校は人数が少なくなり、専門外を指導する可能性が高くなって

しまう。やはり専門外ということになるとちょっと自信がないというのが本

音のところだと思う。６年程前にある研究会で滋賀県の方と一緒になり地歴

公民の先生で話を聞くと３月まで膳所高校という非常に有名な京大に毎年

５０名くらい行っている学校にいた方だった。その時、疑問に思っていたこ

とで、京大の世界史の問題は教科書中心の普通の授業で通用するかと質問す

ると、その方は、それについては学校の教科会で協議して、通常の教科書で

も十分対応できると話し合ったと答えられた。ある程度の規模があり、教科

会でそういう側面まで話し合える学校であれば、きっと生徒に対する教育の

質も高いだろうと思った。先程、学区制の撤廃ということも出てきたが、教

育的に考える適正規模というのは、特に高校の場合は、小規模校のデメリッ

トが多いと思っている。ただし、適正規模と適正配置という問題は教育的な

考えだけでは到底判断できない。いろいろな政治的な問題もあると思う。そ
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こで今後いろいろな話し合いがあって適正規模とか最小規模とかが出てく

ると思う。規模をどうするかが決定されると思うが、一気に縮小、削減とい

うのは難しいかと思うので、小規模校が存続するように願っているが、その

時は、高校においても今まで小学校や中学校では小規模校のデメリットを解

消するような研究、例えば極端な場合は複式学級などにおいて効果的な教育

方法なども研究されてきたと思う。高校においても今後、小規模校が存続し

ていくのであれば、小規模校のデメリットを解消していくような研究と研修

を充実して、家庭の事情とか交通の事情とかで小規模校に進学しなければな

らないような生徒や保護者に対しても、ある一定水準の教育が提供できるよ

うにしていってもらいたい。 

（委 員）普通科での生徒支援は大切だと考える。資料には特別な支援を必要とす

る生徒や学び直しを必要とする生徒に対し、専門的な対応と記されている。

現在、学校ではそのような専門的な教育を行っているのか。また、県教育委

員会として、例えば、専門家に指導をいただき、専門的な教育を行うための

スキルなどを教員が身に付けることを考えているのか。そうでないと対応で

きない。 

支援の必要な生徒が多く存在する中で、４０人の生徒に１人の先生で対応

することは非常に難しい。学び直しといっても、高校で分数のできない生徒

もいる。それを実際、現場で教えることは非常に手間がかかる。また、発達

障害等の生徒は、特に自分に関わってもらいたい思いがある。小学校では児

童１人に教員１人の対応が必要なこともある。高校生でも、そういった思い

はある。このような状況を踏まえ、県教育委員会は、専門的な教育を行い専

門的な教員を育成することについてどう考えているのか。また、生徒４０人

に教員１人の対応では難しく、場合によっては生徒２０人に教員１人でも難

しいこともあり、このようなことも考慮した学校への教員の配置はどうなっ

ているのか。 

（企画監）生徒支援の部分だけでなく教科指導も含めて、専門的対応をするには、

研究・調査、そして教員の研修が大事になってくる。発達障害や不登校等の

問題に対して、全ての学校で全教員が一定の専門的な対応ができる能力があ

ればいいのだろうが、すぐに全員が対応できる能力を付けることは難しい。

昨年度から検討していいただいている検討委員会や作業部会の協議内容を

見直してみると、教職員の資質や能力等についての意見があり、今回の報告

書には教職員の資質指導力の向上に関する項目が入ってくると思う。どのよ

うに資質や能力を高めるかについては、研究課題として考えていきたい。 

（委 員）生徒数が減少している中で、学校が現状を維持していくことは難しいと

考えている。学校の現場では、１人の教員が、学習指導、生活指導、部活動

指導などいろいろなことを行っているが、どれを中心に取り組んでいるかは、

それぞれの教員によって違いがある。個々の生徒に対し、それぞれの教員が

それぞれの役割を担っている。そういう役割の機能がうまくいったり、部活

動の充実を考えたとき、学校規模は１学年４学級で生徒数１２０人程度がう
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まくいく規模なのかと思う。適正規模の１学年４～８学級の４学級はこの辺

りからの規模なのかと思う。１学年２学級がだめということではないが、１

学年４学級から比べると同じ機能をもつことは難しい。また、１学年２学級

にしても生徒数が４１人の場合と８０人の場合では、集団としての機能や部

活動の成立などでは違いがでる。 

定時制の中には、９割以上の生徒が全日制に進学したい思いをもっている

学校がある。定時制の最低規模は１学年１学級１０人であるが、教員１人で

生徒１０人に対応することは実際には難しい。１０人の生徒を進級させ社会

に出すことは、周囲の教員の協力がないと難しい。教員１人で３人の生徒の

生活指導に関わると、それで手いっぱいになる。周りの教員と協力した体制

が大切になる。適正規模は教員数の確保という意味でも必要だと思う。 

 また、定時制が通えるところにあるとよいが、そうでない場合は通信制を

活用し、スクーリングなどでは市町村の協力を得て、教育の機会を確保する

ことが大切である。地域によっては通学手段が少ないこともあるので、その

面でも市町村の協力を得たい。 

（企画監）中高一貫教育校の部分と、旧高知学区の入学定員低減についての意見を

お願いしたい。 

（委 員）中高一貫校については、連携型ではそれぞれが必要だと思う。併設型で

は、例えば、高知市に、生徒が集中している課題はあるが、生徒が希望する

こともあるので、極端に募集定員を減じるのは難しいのではないかと思う。

例えば、併設とか連携ではなく、６年間を見据えて一貫した教育を行う中等

教育学校を考えていくこともよいのではないか。どこの学校をということは

ないが、高知市に中等教育学校を設置することで、高知地域の募集定員を少

しは低減することにもなる。いろいろな方法が考えられる。 

 他に、農業に関する学科が東部にないのであれば、産業系の学校を東部地

区に一つ構える。また、地震等を含め、いろいろなことを考えて、総合学科

の高校と工業高校をキャンパス方式で統合するとか、先程、水産高校と農業

高校をキャンパス方式で統合した県外の例も言われたが、そのような思い切

った形で配置を見直していく必要がある。例えば、四万十町には高校が２校

あり、四万十高校には寮もある。窪川高校と四万十高校を残すためのキャン

パス方式を導入するなど、踏み込んだ考えが必要である。１０年後２０年後

のことを考え、当然、研修も行い、スキルを身に付けながらではあるが、一

定の踏み込んだ対応をしなくてはならない。地域や学校現場にはいろいろな

意見があると思うが、事務局を含めてしっかり方向性を決めなければならな

いと思う。 

（副会長）高知市の生徒数も間違いなく減少している。現象として事実であり、検

討内容に取り上げられることも当然だと思う。ただし、生徒の募集定員は県

教育委員会が決めるのであり、一極集中の現象として、高知市への流れを助

長する形になるのか、逆にそうでなくなるのかというところに関連してくる。

現象にあわせての募集定員の決め方が、どちらに流れるかを決めていくこと
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になるので、単純に生徒数が減るので募集定員を減じていくという話にはな

らないと思う。特に、学区制を廃止し全県一区になっているのでより一層そ

ういう部分を検討することが必要になってくると思う。 

（会 長）個人的な意見だが、入試の改善はいち早く行っていただきたい。郡部校

にとっては今回の入試の改善はありがたいものだ。高知市への一極集中がな

いように願う。郡部の生徒の意見では、一度は高知市に出たいというのが本

音である。高知市の学校に本当に行きたいというだけでなく、とにかく一度

は高知市に出て行きたいという思いがある。地元の学校も大学進学の実績を

あげているが、なぜ地元の学校に進学しないのかというと、やはり高知市に

出たいという思いがある。その辺の意識があることも汲み取っていただきた

い。 

     他に何か意見はないか。なければ司会にマイクをお返しする。 

 

＜（３） その他＞ なし 

 

４ 閉会 

（１）閉会挨拶（企画監） 

（２）諸連絡 

 

 


